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最近の道内景気は、横ばい圏内にある。

需要面をみると、個人消費は、天候不順の影響などから総じて弱めの動きとなっている。

公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少傾向にある。設備投資は、大手

製造業の工場増設が下支えし、幾分上向いている。住宅投資は、貸家の着工が増加し好調に

推移している。

生産面では、生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は厳しいものの、改善

の動きが続いている。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加した。
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①個人消費

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．４％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲１．６％）

は、天候不順から衣料品などが低迷し、前年

実績を下回った。スーパー（同▲３．０％）は

主力の飲食料品が減少し、前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲２．１％）は、

減少している。

②住宅投資

３月の新設住宅着工戸数は、３，８６８戸（前

年比＋５５．４％）となった。分譲（同▲６．４％）

は前年を下回ったものの、持家（同＋９．７％）、

貸家（同＋９２．２％）が上回った。

１７年度（昨年４月からの累計）では、

５３，０４８戸（前年度比＋１０．２％）と大幅に増加

した。
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③鉱工業生産

３月の鉱工業指数は、生産では、パルプ・

紙・紙加工品工業などが増加し、窯業・土石

製品工業や食料品・たばこ工業などが減少し

た。

この結果、前月比では▲０．４％と２ヶ月連

続で低下したものの、前年比では＋０．５％と

２ヶ月ぶりに上昇した。

④公共投資

３月の公共工事請負金額は、９９５億円（前

年比▲１３．３％）と２ヶ月ぶりに減少した。発

注者別では、道、市町村などが増加したが、

国が減少した。

１７年度（昨年４月からの累計）では、請負

金額１０，６８９億円（前年度比▲４．７％）と減少

基調にある。

⑤雇用情勢

３月の有効求人倍率（全数）は０．５１倍とな

った。前月と比べ０．０９ポイント低下した。

また、新規求職者数（同▲４．４％）および

新規求人数（同▲７．２％）はそれぞれ減少し

た。

一方、１～３月の完全失業率は５．５％とな

り前年に比べ０．０４ポイント改善した。

道内経済の動き
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⑥来道客数

３月の来道客数は、１，００７千人（前年比

▲０．９％）と３ヶ月連続で前年実績を下回っ

た。

１７年度（昨年４月からの累計）の来道客数

は、１２，７０５千人（前年度比▲０．６％）とほぼ

横ばいで推移している。

⑦貿易動向

３月の道内貿易額は、輸出が前年比２７．８％

増の３０３億円、輸入が同３４．３％増の１，０１２億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や鉄鋼などが増加

して２ヶ月ぶりに前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油などが増加し、

９ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

４月の企業倒産は、件数が６０件（前年比

＋５３．８％）、負債総額が１１０億円（同＋７５．７％）

とそれぞれ増加した。

業種別では、建設業が最も多く２７件（全体

の４５．０％）、続いて卸売業１０件（同１６．７％）、

小売業、運輸・通信業各７件（同１１．７％）の

順となっている。

道内経済の動き
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常用従業員でみた労働需給の現状は、

「過剰」とみる企業と「不足」とみる企

業が同数（ともに１４％）となり、総じて

みれば過剰感は無くなった。今春、新卒

者を採用した企業は３７％で昨年より幾分

増加した。新卒者の評価および充足率

は、企業にとって概ね満足な結果と思わ

れる。中途採用については、新卒者を

「採用した、しない」に関わらず、意欲

的な企業が多い。今後１年間の従業員の

増減見通しは、わずかに抑制感がみられ

る。

従業員の過不足感

現状の常用従業員の過不足感については、

「過剰」とみる企業（１４％、回答社数百分比、

以下同じ）から「不足」とみる企業（１４％）

を差し引いた雇用人員判断DI（±０）は昨

年同時期（＋２）より２ポイント低下し、総

じてみれば過剰感は無くなった。しかし、業

種別にみるとバラツキがあり、過剰感が強い

のは建設業、卸売業などである。反面、不足

感が強いのは食料品製造業、運輸業、ホテル

・旅館業などとなった。

新規採用状況

今春、新卒者を「採用した」企業は３７％で

昨年より２ポイント増加した。この内訳をみ

ると、昨年より「採用を増やした」企業は

２２％、「同人数を採用した」企業は７％、「採

用を減らした」企業は８％となった。相対的

に採用意欲が強い業種は、従業員の不足感の

みられる鉄鋼・金属製品・機械製造業やホテ

ル・旅館業のほか、卸売業も過剰感はあるが

採用に意欲的である。反面、運輸業は不足感

があるものの新規採用に慎重である。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
平成１８年度道内企業の新規採用と雇用動向
判断時点
平成１８年４月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５００ １００．０％
札幌市 １８５ ３７．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １２０ ２４．０
道 南 ３８ ７．６ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７５ １５．０ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８２ １６．４ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５００ ６２．５％
製 造 業 ２２０ １３８ ６２．７
食 料 品 ８０ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５５ ３６ ７２．０
そ の 他 の 製 造 業 ５０ ３９ ６５．０
非 製 造 業 ５８０ ３６２ ６２．４
建 設 業 １８０ １３０ ７２．２
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ６９ ５７．５
運 輸 業 ７０ ３５ ５０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ８０ ４６ ５７．５

特別調査

新規採用実施企業が幾分増加
平成１８年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項
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新規採用者の評価など

新規採用を「実施した」企業（３７％、１８３

社）に新卒者の評価など、以下の項目につい

て聞いた。

①新卒者の評価については、「良い人材が採

用できた」とする企業（５２％）が半数を超

え、「従来と変わらず」とする企業（４７％）

も半数弱となった。

②採用予定人数に対しての充足率について

は、「予定どおり」の企業（７９％）が８割弱

となった。昨年同時期に比べると４ポイント

低下したものの、前述の人材評価と合わせて

勘案すると、企業にとっては人材の質、およ

び採用人数とも概ね満足のいく結果と思われ

る。

③採用する際の重視項目（複数回答）は、

「積極性」と「責任感」（ともに７９％）が第一

位に挙げられた。次いで「協調性」（６５％）、

「誠実性」（５７％）などとなっている。

④新規採用にあたり、企業が重視した項目

（複数回答）をみると、「年齢構成の改善を図

る」（４４％）を挙げる企業が最多となった。鉄

鋼・金属製品・機械製造業では６割台半ばと

なるなど製造業（５６％）で半数を超えた。続

く「業績の推移を重視」（４３％）は、非製造業

の各業種で高率となり４割強となった。

⑤新規採用を実施した企業に、中途採用を実

施するか否か聞いた。「必要があれば実施す

る」企業（５４％）は昨年同時期と比べ６ポイ

ント低下し、５割台半ばとなった。一方、今

のところ「未定」とする企業（３６％）は９ポ

イント上昇し、中途採用については様子見の

企業も多い。

新規採用を実施しなかった企業の理由

今春、採用を見合わせた企業（６３％、３１５

社）にその理由を聞いた。「現従業員で十分」

とする企業（６０％）が６割で第１位となっ

た。また「随時、中途採用する」（４２％）も４

割を超え、中途採用については、前問の結果

をも考慮すると多くの企業が柔軟な姿勢をと

っている。また、「パート・アルバイトの活

用」（２１％）で人件費抑制を図る企業も目立っ

たほか、「採用する余裕がない」企業

（１５％）や「教育・訓練に時間がかかる」と

する企業（６％）もみられた。

従業員の増減見通し

今後１年間の従業員の増減見通しを聞い

た。「増加する」とした企業（１８％）から「減

少する」とした企業（１９％）を差し引いた

DIは△１となり、わずかに抑制感がみられ

る。業種別にみると、建設業およびホテル・

旅館業のDIがマイナスとなるなど非製造業

（△４）で人員抑制志向が強いが、製造業

（＋９）では食料品製造業、鉄鋼・金属製品

・機械製造業などでDIがプラスになるなど

人員増強志向が強い。

特別調査特別調査

― ５ ―― ５ ―



＜図1＞従業員の過不足感�

全 産 業 �

製 造 業 � 非製造業�

今　　年�

昨　　年�

今　　年�

昨　　年�

今　　年�

昨　　年�

0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

0

2

過剰14 不足14適正　72

15 72 13

0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

昨年�
DI

昨年�
DI

△ 2

△13

23

△10

2

△ 9

11

△ 3

13

10

35

3

13

67

53

84

76

23

12

13

11

3

過剰13 適正　72 不足15

15 72 13

0 20 40 60 80 100％�
雇用人員�
判断DI

1

3

13

3

△ 9

△12

△10

11

△ 9

13

△22

△11

0

20 63 17

16 81 3

8 87

6712 21

5 78 17

16 58 26

2

過剰15

14

適正71

75

不足14

11

食 料 品� 建 設 業�

卸 売 業�

小 売 業�

運 輸 業�

ホテル・旅館�

木材・木製品�
鉄鋼・金属�
製品・機械�

その他の�
製 造 業�

その他の�
非製造業�

5

＜図2＞新規採用状況�
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材が採用できた ５２ ５２ ６７ ４０ ４７ ４５ ５２ ５９ ５８ ５４ － １４ ５３

�従来と変わらず ４７ ４８ ３３ ６０ ５３ ５５ ４６ ４１ ４２ ４２ １００ ７２ ４７

�良い人材が採用できなかった １ － － － － － ２ － － ４ － １４ －

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ７９
（８３）

８０
（９０）

７３
（１００）

８０
（７８）

８４
（８２）

８２
（９５）

７８
（８０）

７７
（８７）

８４
（８８）

７５
（６８）

１００
（７０）

７８
（８２）

７３
（８２）

�９割台 ６ ６ ７ － １１ － ６ ２ ４ １３ － － １３

�７～８割台 ６ ８ １３ － ５ ９ ５ ５ ４ ４ － ２２ ７

�５～６割台 ５ ２ － － － ９ ７ ９ ４ ８ － － ７

�３～４割台 １ ２ ７ ２０ － － － － － － － － －

�２割未満 ３ ２ － － － － ４ ７ ４ － － － －

〈表１〉新規採用者の評価
（単位：％）

〈表２〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は昨年実績

特別調査特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
７９

①
８０

①
８１

①
１００

①
７０

②
８３

②
７９

①
７９

②
７８

②
７１

①
７５

①
９０

①
８８

�責任感
①
７９

②
７８

②
７５

②
８６

①
７０

①
９２

①
８０

②
７７

①
９３

①
８３

①
７５

②
７０

③
６９

�協調性
③
６５

③
６２ ５０

③
５７

③
６０

②
８３

③
６６

③
６０

③
７０

③
６７

①
７５

②
７０

②
７５

�誠実性 ５７ ５３
③
５６ ４３ ４５ ６７ ５９ ５１

③
７０

③
６７ ５０ ４０ ６３

�専門性 ２８ ２４ １９ ４３ ２５ １７ ３０ ４０ １５ １３ ５０ ３０ ５０

�自立性 ２６ ２２ １９ １４ ２０ ３３ ２８ ２８ ３０ ３８ ２５ ３０ １３

�リーダーシップ １３ ９ ６ １４ ５ １７ １４ １３ ４ ２５ － － ３１

�地元出身者である １１ １６ １３ １４ ２０ １７ ９ ４ １１ １７ － １０ ６

	公的資格がある ９ ２ ６ － － － １２ １９ － ８ － － ２５


学業成績 ７ １１ ６ － １５ １７ ５ ９ ７ ４ － － －

�その他 ２ ２ － １４ － － ２ － － ８ － － －

〈表３〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位

特別調査特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�年齢構成の改善を図
る

①
４４

①
５６

②
４４

③
２９

①
６５

①
７５

②
３８

②
４７

②
４１ １７

①
５０

③
４０ ３８

�業績の推移を重視 ②
４３

②
４０

①
５０ １４

②
５０ ２５

①
４４

①
４９

③
３３

①
４２ －

①
６０

①
５０

�生産・販売部門の強
化を図る

③
３１

②
４０ ２５

②
４３

③
４０

②
５８ ２７ １７

①
４４ ３３ － －

③
４４

�退職者の補充にとど
める ３０ ２４ ２５

③
２９ ２５ １７

③
３２ ３０

③
３３

②
３８

①
５０

③
４０ １９

�人材確保の好機であ
る ２５ ２０ ２５ － １０

③
４２ ２７ １５ ２２ ３３ －

①
６０

①
５０

�将来の人手不足に備
える ２５ ２９ ２５

①
５７ ３５ ８ ２３

③
３６ １５ ８

③
２５ １０ ３１

�事業の拡大を図る ２２ １６ ２５ １４ ５ ２５ ２４ １９ ２２ ３３ － １０
③
４４

�景気動向を重視 １１ １１ － － ２０ １７ １１ １３ １１ － － ２０ １９

	その他 １ － － － － － １ － ４ － － － －

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば実施 ５４
（６０）

５０
（５８）

６３
（６９）

２９
（７８）

４０
（５５）

６４
（４２）

５６
（６０）

４１
（５３）

５８
（４４）

５２
（５２）

５０
（６０）

９０
（１００）

８１
（７７）

�中途採用はしない １０
（１３）

７
（１９）

６
（８）

－
（－）

１０
（３６）

９
（２６）

１１
（１０）

１５
（１３）

１５
（１７）

１３
（８）

－
（１０）

－
（－）

－
（９）

�未定 ３６
（２７）

４３
（２３）

３１
（２３）

７１
（２２）

５０
（９）

２７
（３２）

３３
（３０）

４４
（３４）

２７
（３９）

３５
（４０）

５０
（３０）

１０
（－）

１９
（１４）

〈表４〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位

〈表５〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は昨年実績

特別調査特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�現従業員で十分
①
６０

①
５４

②
４０

①
５３

②
５６

①
６３

①
６２

①
６６

①
７４

①
６０

②
５２

①
５５

①
５３

�随時、中途採用する
②
４２

②
４６

①
４４

②
２７

①
６９

②
４４

②
４１

②
３９

②
２６

③
３６

①
６６

③
２７

①
５３

�パート・アルバイトを
活用する

③
２１

③
２４

②
４０

②
２７

③
１９

③
１１

③
２０ １０

③
２４

②
３８

③
１４

①
５５

③
１３

�採用する余裕がない １５ １０ ４ ２０ ６
③
１１ １６

③
２８ １５ ９ １０ ９ ７

�教育・訓練に時間がか
かる ６ １０ ８ ７ １３

③
１１ ５ ４ ９ ２

③
１４ － ３

�採用したい人材がいな
い ４ ６ ８ ７ － ７ ３ ６ ３ － － － ３

�その他 ２ ４ ４ ７ － ４ １ １ ３ － － － －

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １８ ２２ ２８ １４ ２８ １５ １７ １８ １０ １４ ２１ ５ ３０

	変わらない ６３ ６５ ５７ ６７ ６９ ６７ ６２ ５４ ７４ ６９ ６４ ８０ ４８


減少する １９ １３ １５ １９ ３ １８ ２１ ２８ １６ １７ １５ １５ ２２

DI（A－C） △１ ９ １３ △５ ２５ △３ △４ △１０ △６ △３ ６ △１０ ８

昨年同時期DI △２ ８ １８ △８ ７ １０ △６ △１７ ４ ０ ０ △２６ ４

〈表６〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位

〈表７〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

特別調査特別調査
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今回の調査では、雇用情勢に大きな改善はみられませんでしたが、新規採用に関しては前

向きな企業が幾分増加しました。多くの企業が年齢構成の改善や技術の伝承などから、若年

者の確保を企図しています。しかし一方では、育成にコストがかかり新卒者を採用する余裕

はない、とする企業もみられました。

以下に、雇用の問題点や計画など、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜水産加工業＞ 現状でも支障ないが将来
を見据えて、毎年数名ずつの採用を考える。

●＜水産加工業＞ 過疎化と高齢化により若
年層の採用が困難である。中国からの研修生
や実習生を受け入れたり、派遣社員を活用し
て生産性の向上に努めたい。

●＜化粧合板製造業＞ 高齢者層の比率が高
いため、今後年齢構成の改善を図り、生産部
門の体制を強化する。

●＜建具製造業＞ 採用予定数よりも１名多
く採用した。仕事の量を考えると人員過剰感
もあるが、将来に備えての人材育成投資と考
えている。

●＜配電盤製造業＞ 利益が低下しているた
め従業員を削減したいが、業務は多忙でそれ
も困難である。

●＜船舶機械製造業＞ 高年齢者雇用継続制
度の該当者は、雇用延長を予定している。今
後も団塊世代が定年を迎えるので、長期的視
点にたった採用をしたい。

●＜一般機械製造業＞ 作業の工程上、熟練
工による手作業が多い。雇用の延長等を考慮
するとともに、技術の伝承をいかにするかが
課題である。

●＜管工事業＞ 新規採用しても、戦力にな
るまでには経験と技術が必要なため、経験者
の中途採用が多くなり、若い人材を育成でき
ない。

●＜商業施設内装業＞ 今後人件費の増加
と、社会保険料等の間接経費の負担増が確実
であり、社員の採用には慎重にならざるを得
ない。

●＜分譲マンション販売業＞ 若年層を採用
するとしても当面は即戦力となる中途採用を
中心とする。地域と業界の展望と自社の業績
見通しが不透明な中では、十分な教育をして
将来に備える余裕がない。

●＜鉄筋工事業＞ 新規高卒者を雇用しても
すぐ退職するので、他社を経験した若い人や
下請けグループ等から採用したい。

●＜型枠工事業＞ 新規採用したいが、仕事
が出来るようになるまで３～４年かかる。教
育コストが大きく、現状では難しいため中途
採用や外注（下請け）を考慮する。

●＜建築工事業＞ 増員に見合うだけの利益
が見込めず、若い人材を育てる余裕がない。
公共工事の削減などから、展望が見出せず採
用・育成まで手が回らない。

●＜建設業＞ 業界の経営環境が厳しく、売
上高、利益等を伸ばせない状況下にあり、新
規採用は難しい。人員に欠員がでた場合、そ
の補充にとどめる。

●＜土木工事業＞ 社員の高齢化が徐々に進
んでいる。世代交代をスムーズに行うため、
若い人材を育成しなければならないが、工事
量、収益の減少を考えると現状人数で十分で
ある。新規採用する余裕はない。

経営のポイント

年齢構成の改善を重視
〈企業の生の声〉

― １１ ―



●＜鉄骨工事業＞ 人手不足だが社員を増や
すと人件費がかさむ。そのため社員一人ひと
りの負担が増加している。

●＜建設業＞ 新規採用については、退職者
の補充程度にとどめる。中途採用は、年齢構
成の改善を考慮しつつ即戦力となる人材の確
保に努める。

●＜建設資材卸売業＞ 社会保険料や雇用保
険料の負担増加により、経費がかさんでい
る。アルバイトを雇用し、経費削減を図る。

●＜建設資材卸売業＞ 中小企業にとって人
材を育成することは、非常に時間と経費を要
する。必要最低限のマナーや知識は中途採用
者の方が優れている。

●＜冷熱機器卸売業＞ 継続雇用制度によ
り、経験者を活用し技能の伝達を進める。新
卒者を採用し育てるには時間がかかるので、
欠員等は若年層の中途採用で考えたい。

●＜みやげ物店＞ 海外からの観光客が増え
ており、語学力のある人材が必要である。

●＜みやげ物店＞ POSシステム等の進化に
より短期間で戦力となるため、パート、アル
バイトの比率を高める。

●＜家電店＞ 継続雇用制度の導入により、
経験と能力のある有能な人材を従来よりも安
い賃金で雇用できるため会社にとってはプラ
スである。しかしその分、新規採用は難しい。

●＜貨物自動車運輸業＞ 新規採用を行う
か、中途採用に重点を置き定年退職者の補充
程度にとどめるか、検討している。

●＜温泉地のホテル＞ 新規採用者が早期に
理由も無く退職し、対応に苦慮している。

●＜温泉地のホテル＞ 過当競争で販売価格
が下落する中、原油価格高騰により原材料お
よび諸経費が上昇傾向にある。また最低賃金

のアップ、有給休暇の増加、社会保険料の上
昇など人件費が増える要因ばかりで、常用社
員をパート・アルバイトにシフトしていかざ
るを得ない。新規採用は教育研修費用がかか
り、すぐ現場にでることも無理である。

●＜都市ホテル＞ パート・アルバイトから
能力のある人材を登用する。

●＜都市ホテル＞ 社内・社外の教育により
スタッフのレベルアップを図る。また、組織
体制の見直し、新人事制度の導入によりスタ
ッフのやる気を起こさせ業績の回復を図る。

●＜自動車整備業＞ 新規採用者を、教育・
訓練する時間的な余裕がない。

●＜自動車整備業＞ 従業員数は多少過剰感
があるが、技術力の安定と突発的な作業やメ
ンテナンスのために現人数を維持している。
高齢化に伴い、若手技術者の採用も検討す
る。

●＜ソフトウェア開発＞ 収益の動向や環境
変化に対応し新規採用を考えるが、当分は派
遣社員に頼る。

●＜ソフトウェア開発＞ 開発要員が不足
し、受注したい案件も断る状況が続いてい
る。今後は新卒者採用を積極的に行い、技術
者を育てたい。

●＜総合貸衣裳＞ 店舗数増加により人員増
加はやむをえないが、職種によりパート・ア
ルバイトで対応可能な面もあり、正社員の採
用は抑える。

●＜信販会社＞ 人材確保よりもITなど業務
に不可欠なインフラ整備に投資しなければな
らない。

●＜産業廃棄物処理業＞ 公的資格が必要条
件のため、中途採用が多かった。今後は将来
の人材確保に向け新卒者の採用をしたい。

経営のポイント
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２００４年 （千USドル）

順位 区 分 輸出額

１ 日本 ４７４，４６９

２ 韓国 １３７，７０３

３ 中国 ９１，５６２

４ 米国 ７１，６０３

５ シンガポール ６３，９７６

２００４年 （千USドル）

順位 区 分 輸入額

１ 日本 ２６４，６６８

２ 米国 １２１，６６３

３ マレーシア １０７，９３４

４ 韓国 ９６，２８７

５ シンガポール ５７，０９１

サハリン州の概況（ユジノサハリンスク市の概況）

サハリン（樺太）は面積８．７万平方キロメ

ートル、人口５３．２万人（州都ユジノサハリン

スク市１７．４万人）、北海道からサハリン本島

までの距離は４３�となっています。ユジノサ
ハリンスクまでは、飛行機を利用しますと千

歳から１．５時間、函館から２時間で行くこと

が出来ます。

同州の主な産業としては、漁業、林業、木

材加工業、石油・ガス工業、炭鉱業などで、

建材製造業、軽工業でも数社の企業がありま

す。近年、同州の国別輸出・輸入額の取引相

手国NO．１は日本であり圧倒的シェアを占め

ています。

国別輸出額（サハリン州）

国別輸入額（サハリン州）

北海道サハリン事務所サハリン州関連資料より抜粋

サハリンレポート

サハリンだより
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民族構成は８割がロシア人である他にウクライナ人、朝鮮人、中国人、タタール人など合計

１１８の民族で構成されております。

州都ユジノサハリンスク市（以下、ユジノ市）は、函館市とは姉妹都市、旭川市、稚内市とは

友好都市の提携を結んでおります。当地には、ロシア連邦の各部局、州行政府機関はもとより、

日系企業につきましても、商社やマスコミなどの民間企業が進出しています。

現在、ユジノ市はサハリン地下資源開発プロジェクト関連企業としてアメリカやイギリスなど

の海外企業進出に伴い、韓国、中国企業の参入も目立ち始め、外国資本による新しいホテルやマ

ンションなどの建設ラッシュに沸いています。

北海道ビジネスセンター（HBC）について

北海道ビジネスセンター（以下、HBC）は２００１年４月にサハリンにおける北海道企業進出促

進を図るため設立されました。HBCの運営母体である、北海道サハリンビジネス交流支援協会

は、幹事会と会員で構成される民間中心の組織であり、構成する会員の会費及び北海道や関係市

町村の支援をうけて運営されている非営利団体です。

筆者の立場は、北海道へ２年間出向し、当センターへ研修生として派遣されている為、同じビ

ルにある北海道サハリン事務所とも大きく関わっており、毎日行き来しております。単純に言い

ますと、民間マターはHBC、行政マターは北海道サハリン事務所が担当しております。私の仕

事内容は、会員企業がサハリンを訪問するまでの準備（招聘状の作成、ホテル・通訳・車輌の手

配、訪問先のアポイント調整）や訪問中のアテンド（両替・食事・タクシーの手配・会員企業と

の帯同訪問）などの他、会員企業からの依頼に基づく調査、現地企業訪問などです。

当行は２００１年のHBC設立時から行員を派遣し、５年が経ちました。この間、サハリン情報の

収集や調査、現地企業の紹介など、道内企業のサハリンビジネスをサポートして参りました。今

後もサハリンは勿論のこと、道内企業の海外ビジネス拡大に向けて一層の支援をして参ります。

事務所住所：サハリン州ユジノサハリンスク市レーニン通り２３４

みちのくサハリンビルディング２０２号（２F）

事務所職員：日本人スタッフ２名、現地スタッフ２名 計４名

サハリンレポート
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ユジノの町並み（写真は２００６年３月撮影）

ここからは、ユジノ市内にある主だった建築物を紹介したいと思います。

写真はホテル「サハリンサッポロ」です。HBCの事務所の向かいに建てられており、会員企

業の方々も利便性に富んでいる為、よく利用します。（シングル一泊約２万円）

こちらは現在のユジノ市の建設ラッシュを象徴するかのようなホテル「ガガーリン」（左）と

「ルビン」（右）です。ルビンの地下にはスポーツバーがあり欧米人がよく来ています。

現在、サハリン州はインフレとなっております。特に食料品では１年間でじゃがいもの値段が

３６％増、鶏肉２６％増、牛乳・乳製品７％増となっています。食料品以外では医薬品の値段が２６％

増、ガソリン１８％増、ガス３９％増などとなっています。

ホテルの宿泊料は様々ですが、一般的な値段でシングル一泊３，５００ルーブル（約１４千円）、高級

ホテルですと６，０００ルーブル（約２４千円）程度です。サハリンプロジェクトに関係している欧米

企業では、高級ホテルを何室もまとめて貸し切っている企業もあります。

サハリンレポート
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近年オープンした大型スーパー「プラザ」（左）と「メガポリス」（右）です。

上記のような大型スーパーはユジノ市内に３件あり、特に衣料品が多く扱われており、そのほ

とんどは中国、韓国製ですがイタリア、トルコ製（ともに高級品）などもあります。

ただし、日本のスーパーと比べて品数が圧倒的に少なく、例えば、スキーウェアなどはわざわ

ざ日本で購入して来る人も少なくありません。

こちらは、サハリンの名所です。

サハリン州立郷土史博物館（上、旧樺太庁博物館）は第二次大戦前の建物で、サハリンの歴史

についての資料等が展示されています。ロシア正教会（下）は、教会内にイコン（聖像画）が飾

られております。

サハリンレポート
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ロシア（サハリン）におけるビジネスとサハリンプロジェクト

HBCは、サハリンプロジェクトに北海道企業を参入させるという目的で設立されました。し
かし、開設後５年が経過した今、実際のところ、サハリンプロジェクトに関与している北海道企
業はごく僅かに過ぎません。何故かといいますと、そもそも、このサハリンプロジェクトのオペ
レーター（事業主体）というのは、アメリカやイギリスなどの世界大手石油メジャー企業であ
り、必然的にオペレーターの関係会社が参入しており、北海道企業参入の余地が限られているか
らです。
ただ、サハリンプロジェクトによる外国資本流入が要因となり、前述の建設ラッシュ、インフ
ラ整備が促進されているのも事実であります。従って、サハリンにおける過去５年間の推移で
は、建設工事請負金額で約８倍強（５，０９０百万ルーブルが４４，０４３百万ルーブルに増加）、外食産業
売上高で約３倍弱（４３１百万ルーブルが１，２１６百万ルーブルに増加）、大・中企業平均賃金で約３
倍弱（１ケ月当り５，０９９ルーブルが１５，１７５ルーブルに増加）を計上しております（１ルーブル≒
４円）。
このような状況下ゆえビジネスチャンスも多く生まれています。HBCにおきましても、会員

企業の皆様の要望に応える事が出来るよう、日々努力しております。ロシアと貿易するにあたっ
ては、まずは言葉の問題から始まり、次に信用力のあるパートナーを探し、貿易実務（許認可・
ライセンス・関税＜特に日本からサハリンへ商品を輸出する場合、標準税率１８％の付加価値税が
かかる＞）や商品動向調査などが必要です。ロシア人のビジネス感覚は我々日本人の持っている
感覚と相違する点も多々あります。特にその違いを強く感じたのは、ロシアではビジネスにおい
て「人脈」がかなり重要視されています。
実際サハリンで商売を行っている人たちは、相当苦労しているようで、必要以上の金を支払っ
た、というような話も聞きました。現在も調査あるいは視察の為に、多くの企業がサハリンを訪
れていますが、日本と同じ感覚で訪れる企業も少なくありません。
サハリンには日本でいうところの信用調査機関が存在しません。結局のところ、情報を集める
ためには人脈に頼らざるを得ません。ただ、ある金融機関の話の中で興味深かったのは、「ロシ
ア人は私有物に対してこだわりが強く、かつプライドが高い」という事でした。例えば、住宅ロ
ーンを利用している顧客は、保証人に迷惑を掛けたくないので、延滞する人は皆無に等しいとの
事です。
サハリンプロジェクトには９つの計画（プロジェクト）があり、現在稼動しているのはプロジ
ェクトⅠとⅡです。サハリンⅠにつきましては原油と液化天然ガス（LNG）の輸出が既に始ま
っており、サハリンⅡにつきましては原油、LNGともに２００８年に輸出される予定となっていま
す。
また、直近で稼動が予想されるサハリンⅤにおいて、試掘が始まっている段階ですが、生産、
販売時期については、まだ具体的に明示できる状況にはありません。

サハリンでは原油、LNGの生産が続く限り、インフラ整備や住環境整備などは当面の間、継
続されることと思いますが、現在のサハリンプロジェクトのロイヤリティー、州行政府予算など
を鑑みますと、自助努力でのサハリン州経済発展には限度があり、外国資本の投入無しでは困難

サハリンレポート
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なものと思われます。
私たちは現在、当地は、「ビジネスチャンスの可能性が多分に存在する場所」という感覚にな
りがちですが、リスクも重々検討しなければならないと感じております。
ひとつには、サハリンプロジェクトの商業生産開始によって建設業などの関係者がサハリンを
去ると活況を呈しているホテルやマンションの需要が減少する可能性があります。サハリン州行
政府プロジェクトの一環として、上記の問題を打開すべく観光業に注力し、様々な方法で今後の
サハリン観光振興計画を実施しておりますが、未だ効果的と思われる計画は成されておりません。
また、もうひとつには、外国資本の流入などから貧富の格差が拡がり、治安の悪化にも繋がっ
ているのは否めません。

筆者は、平成１７年３月に当地へ赴任し１年が経過しました。振り返ればあっという間の１年間
でした。これまではサハリンの現状を理解し、どうすれば北海道企業（会員企業）との接点を増
やす事が出来るかという事に注力してきましたが、ようやくその芽が出始めてきたところです。
今後は、これまで構築してきた人脈と知識を大いに利用して具体的なビジネスに繋げ、多くの花
を咲かせる事が出来るようになればと考えています。

北海道ビジネスセンター チーフマネージャー 大野 裕之（北洋銀行より出向）

サハリンⅠ サハリンⅡ
事業主体 ・エクソンネフテガス社

（米、エクソン・モービル子会社、オペ
ーレーター、出資割合３０％）
・サハリン石油ガス開発㈱（日、石油公
団・伊藤忠・丸紅等出資、３０％）
・ONGCヴィデッシュ社（インド、２０％）
・サハリンモルネフテガス・シェルフ社
（露、１１．５％）
・ロスネフチ・アストラ社（露、８．５％）

・サハリンエナジー社
＜出資企業＞
・ロイヤル・ダッチ・シェル社（英・
蘭、オペレーター、５５％）
・三井物産㈱（日、２５％）
・三菱商事㈱（日、２０％）

投資額 約１２０億ドル以上 約１００億ドル以上
推定可採
埋蔵量

①石油 約２３億バレル
（約３．０７億トン）

②天然ガス 約１７兆立方フィート
（約４，８５０億立法メートル）

①石油 約７．５億バレル
（約１．０３億トン）※

②コンデンセート 約３億バレル
（約０．４億トン）

（※天然ガス抽出等の過程で得られる原油）
③天然ガス 約１８兆立方フィート

（約５，０００億立方メートル）
経緯 ９９．６ 天然ガスパイプライン事業化調

査開始
０１．１０ プロジェクト商業化宣言発表
０５．１０ ロシア国内向け原油・天然ガス

生産開始

９９．７ 第１フェーズ石油生産開始
０３．５ 第２フェーズ事業化宣言発表

サハリンプロジェクト概要（サハリンⅠ、Ⅱ）

北海道経済部サハリンプロジェクト資料より抜粋

サハリンレポート
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．４ ０．３ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．６ △０．２ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．１ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．３ △２．９ １０５．０ ２．４ ９０．２ ３．０ ９０．２ ３．１

１７年１～３月 ９５．３ ０．５ １０１．２ １．２ ９７．２ ２．７ １０２．３ ０．４ ９０．１ △０．２ ９２．０ ２．５
４～６月 ９０．１ △４．０ １０１．１ ０．３ ９１．０ △３．６ １０３．５ ０．２ ８９．２ △０．７ ９２．３ ２．３
７～９月 ９０．０ △４．６ １００．６ △０．２ ９１．５ △３．４ １０４．１ ０．９ ９１．８ ２．３ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．７ △４．７ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．０ １０６．５ ４．２ ８９．２ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．８ △０．１ １０４．０ ３．２ ９５．２ △１．８ １０６．４ ４．３ ９２．７ ３．０ ９４．９ ３．１
１７年 ３月 ９２．５ △０．６ １００．６ １．０ ９６．３ ２．７ １０２．３ １．２ ９０．１ △０．２ ９２．０ ２．５

４月 ９２．９ △２．４ １０１．７ △０．１ ９４．２ ０．１ １０４．６ ０．６ ８９．３ △１．８ ９２．１ ０．８
５月 ８８．１ △４．１ １００．９ １．３ ８８．６ △３．９ １０２．３ △０．４ ８８．３ △３．０ ９２．２ ２．７
６月 ８９．２ △５．５ １００．８ △０．２ ９０．２ △６．９ １０３．６ ０．４ ８９．２ △０．７ ９２．３ ２．３
７月 ８９．４ △６．１ ９９．９ △２．６ ９２．１ △４．７ １０３．２ △２．１ ８９．３ △０．１ ９２．６ ５．０
８月 ８９．４ △６．２ １００．９ １．４ ９０．３ △４．３ １０４．８ ３．５ ８９．４ △０．２ ９３．７ ４．１
９月 ９１．１ △１．７ １０１．１ ０．９ ９２．１ △１．１ １０４．２ １．４ ９１．８ ２．３ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．７ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．３ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．８ ０．３ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．５ １０３．６ ３．４ ９１．７ △３．０ １０６．６ ４．２ ９１．５ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．４ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．９ △１．５ １０７．６ ４．４ ８９．２ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．９ １．２ １０４．８ ２．７ ９８．８ ２．０ １０７．８ ４．４ ９０．９ △１．４ ９４．６ ３．５
２月 ９３．４ △２．４ １０３．５ ３．９ ９４．３ △２．９ １０５．６ ５．４ ９０．４ △１．５ ９４．８ ２．８
３月 ９３．０ ０．５ １０３．７ ３．１ ９２．４ △４．１ １０５．８ ３．４ ９２．７ ３．０ ９４．９ ３．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７４ △３．０ ２１２，５４４ △１．８ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５９１ ０．３ ６３７，４２８ △３．７ １２４，９５３ △３．２

１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，８８５ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，１９８ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８７ △４．７
４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，０９０ △２．３ ５１，１４５ △１．８ ８３，６４６ △１．８ ２１，１６０ ０．４ １５４，４４４ △２．６ ２９，９８６ △３．４
１７年 ３月 ８６，７６５ △４．０ １７，４４３ △４．５ ３２，５０１ △４．５ ７，４９４ △３．２ ５４，２６４ △３．８ ９，９４９ △５．５

４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１３５ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９０７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２２９ △３．６
５月 ８０，６０６ △５．０ １７，１４７ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８３８ △１．４ ５３，５９６ △５．５ １０，３０９ △４．２
６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１３９ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８６２ ０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７８ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８５ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１５ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７１ △３．４
８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．４
３月 ８４，７６６ △２．４ １７，３９３ △０．６ ３０，９８７ △１．６ ７，５９６ １．８ ５３，７７８ △３．０ ９，７９７ △２．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― １９ ―



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ ９８．４ ０．１ ９７．９ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９
４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △３．２ １９，６５４ △２．３ ９８．０ △０．２ ９７．８ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．５ １８，４６５ △３．４ ９８．４ △０．３ ９８．０ △０．５ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ ９８．７ ０．８ ９８．０ ０．４ １１６．８８ １７，０６０
１７年 ３月 ３３，４８８ △３．３ ６，１３０ △１．５ ９８．１ ０．３ ９７．７ △０．２ １０５．３１ １１，６６９

４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９
５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７
６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９８．２ △０．２ ９８．０ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ ９８．４ △０．３ ９８．１ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ ９８．３ △０．５ ９７．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ ９８．６ ０．０ ９８．０ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ ９８．７ ０．７ ９８．１ ０．５ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ ９８．６ １．０ ９７．８ ０．４ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ ９８．８ ０．７ ９８．０ ０．３ １１７．３１ １７，０６０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年１～３月 ５５，７８１ △３．８ １４，４７１ △８．２ ２７，４０１ ０．２ １３，９１９ △６．５ １，４５０，１３１ △１．３
４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
１７年 ３月 ３０，２８１ △５．３ ７，９５３ △３．９ １５，２１２ △３．８ ７，１１６ △９．６ ６８４，５３７ △１．９

４月 １５，３１２ ４．５ ３，７６７ ０．５ ７，３６１ １１．９ ４，１８４ △３．３ ３２９，２０８ ８．９
５月 １４，５９１ ４．６ ３，８４５ △０．１ ６，８２４ ９．７ ３，９２２ １．０ ３４４，５９０ ７．９
６月 １８，１２３ ４．１ ４，５５３ △４．２ ９，１１９ ６．７ ４，４５１ ８．２ ４１７，４６６ ８．３
７月 １７，０２４ △５．４ ４，３９１ △１４．３ ８，３７３ △７．２ ４，２６０ １０．８ ４２２，３５４ △２．０
８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２０ ―



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９９ ５．６

１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４
４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８３７ ４．７ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０９ ３．８
１７年 ３月 ２，４８９ △３７．１ ９０８ △２．７ １１４，７０５ △８．１ １５，９８３ △３．１ １６，１７４ １３．２

４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５
５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ ８，４２２ △２．７
６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９３８ ３．３ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５７ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４
４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
１７年 ３月 １，０１６ △０．４ ０．５１ ０．９０ ５．９ ４．８ ５０ △１３．８ １，１４０ △１４．２

４月 ８２２ △２．３ ０．５４ ０．９３ ↑ ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５
５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６
６月 １，１２５ △２．４ ０．５９ ０．９６ ↓ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２１ ―
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